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（1）令和６年１月31日、用途が特殊なエレベーター及び当該エレベーターのかご積載

荷重を定める件及びエレベーターの制御器の構造定める件の一部を改正する告示

が公布、同日施行された。 （令和6年 国土交通省告示 第56号）

（2）エスカレーターの構造及びエスカレーターの勾配に応じた踏段の定格速度を定める

件等一部を改正する告示が令和６年１月31日に公布、同年４月1日から施行された。

（令和6年 国土交通省告示 第57号）
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1.【改正内容】



（1）小型エレベーターの床面積規定の見直し (平12建告1415号 第3号関係)

⇒小型エレベーターの床面積規定を現行1.1㎡以下から1.3㎡以下に見直す。

（2）小型エレベーターの過荷重対策 (平12建告1429号 第1、第1号関係)

⇒かごの床面積が1.1㎡を超える小型エレベーターについては、床面積の拡大

に伴い想定される過荷重のリスクを、小規模共同住宅等に設置するエレベー

ター（1415号告示第４号）と同等のブレーキ保持力を求めることで対応。

⇒積載荷重の1.75倍の保持力が必要。

1-1.エレベーターの改正内容
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※そもそも、車イスの介助者が同乗できない、車イスがエレベーターに入らないな
どで必要とする方が使用できない場合があった。

※床面積増で、定員以上が乗り込む可能性有



(1)ハンドレールの停止検出装置の規定化 (平12 建告1424号 第2号関係)

⇒ハンドレールの停止等の異常を検出し、踏段を停止させる装置の設置を義務化する。

・3-(1)ハンドレール駆動装置・・・・・駆動鎖の給油状況他に関する検査事項が追加

・4-(7)ハンドレール停止検出装置関係・・・・・既存不適格項目

(2)エスカレーター周辺部の安全対策 (平12 建告1417号 第1 第1号関係)

⇒エスカレーター周辺部の構造に求められる安全基準にハンドレールと誘導柵とのすき間

の大きさ等を追加する。

・5-(2)転落防止柵、進入防止用仕切り版及び誘導柵・・・・・既存不適格項目

・5-(4)踏段上直部の障害物・・・・・既存不適格項目

・5-(5)交差部可動警告板・・・・・既存不適格項目

・5-(7)登り防止用仕切り板関係・・・・・既存不適格項目

1-2.エスカレーターの改正内容
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改正後

別表第5

(い)検査
項目

(ろ)検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定
基準

3 (1)
ハンド

レール

駆動装置

スプロケッ

トと駆動鎖

とのかみ合

いの状況

目視及び

聴診により

確認する。

スプロケッ

トと駆動鎖

とのかみ合

いに異常が

あること。

中間部 駆動鎖の

給油の状況

目視により

確認する。

給油が適切

でないこと。

ハンドレー

ル駆動装置

摺動部の

摩耗の状況

（狭圧式の

ものに限

る。）

目視又は

触診により

確認する。

著しい摩耗

があること。

2. エスカレーターの改正前・後の比較
改正前

別表第5

(い)検査
項目

(ろ)検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定
基準

3 (1)
ハンド

レール

駆動装置

スプロケッ

トと駆動鎖

とのかみ合

いの状況

目視及び

聴診により

確認する。

スプロケッ

トと駆動鎖

とのかみ合

いに異常が

あること。

中間部

既存不適格の検査項目では
ありませんが、検査事項が
追加されました。

3-(1)ハンドレール駆動装置
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改正後

別表第5

(い)検査
項目

(ろ)検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定
基準

４

安全装置

(7)
ハンドレー

ル停止検出

装置

作動の状況 ハンドレー

ル停止を検

出する信号

を入力し、

作動の状況

を確認する。

平成12年建

設省告示第

1424号第二

号ヘの規定

に適合しな

いこと。又

は作動しな

いこと。

改正前

別表第5

(い)検査
項目

(ろ)検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定
基準

４

安全装置

(7)
ハンドレー

ル停止検出

装置

作動の状況 ハンドレー

ル停止を検

出する信号

を入力し、

作動の状況

を確認する。

作動しない

こと。

ハンドレール停止検出装置を有する場合は対象。設置が義務付けされ、全てのエスカレーターが検査対象。

4-(7)ハンドレール停止検出装置

2. エスカレーターの改正前・後の比較
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改 正 前

別表第五

(い)検査
項目

(ろ)検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定基準

５ (2)
転落防止柵、
進入防止用
仕切板及び
誘導柵

ハンドレー

ルと転落防

止柵及び誘

導柵とのす

き間

ハンドレー

ルの外縁若

しくは先端

から周囲500

㎜以内の範

囲を目視に

より確認し

又は測定す

る。

ハンドレール

の外縁と転落

防止柵若しく

は誘導柵との

すき間が140

㎜未満である

こと又は200

㎜を超えてい

ること。
安全
対策

外側板及び

建物壁と進

入防止用仕

切板とのす

き間

ハンドレー

ルの外縁若

しくは先端

から周囲500

㎜以内の範

囲を目視に

より確認し

又は測定す

る。

外側板及び建

物壁と進入防

止用仕切板と

のすき間が

100㎜を超え

ていること。

改 正 後

別表第五

(い)検査
項目

(ろ)検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定基準

５ (2)
転落防止柵、
進入防止用
仕切板及び
誘導柵

ハンドレー

ルと転落防

止柵との

すき間

ハンドレール
の外縁又は先
端から周囲
500㎜以内の
範囲を目視に
より確認し又
は測定する。

ハンドレールの外

縁と転落防止柵と

のすき間が160㎜

未満であること又

は200㎜を超えて

いること。

ハンドレー

ルと誘導柵

とのすき間

ハンドレール
の外縁又は先
端から周囲
500㎜以内の
範囲を目視に
より確認し又
は測定する。

ハンドレールの外

縁と誘導柵とのす

き間が160㎜未満

であること。

安全
対策

外側板と進
入防止用仕
切板とのす

き間

ハンドレール
の外縁又は先
端から周囲
500㎜以内の
範囲を目視に
より確認し又
は測定する。

外側板と進入防止

用仕切板とのすき

間が110㎜を超え

ていること。

・建物壁が削除。
・寸法が変更

・検査事項が2つ
になった。

・各寸法が変更

2. エスカレーターの改正前・後の比較

5-(2)転落防止柵、進入防止用仕切板及び誘導柵
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改 正 後

別表第5

(い)検査
項目

(ろ)検査
事項

(は)検査方
法

(に)判定
基準

５

安全対策

(2)
転落防止柵、

進入防止用

仕切板及び

誘導柵

ハンドレール

から仕切板

までの距離

ハンドレー

ルの外縁又

は先端から

周囲500㎜

以内の範囲

を目視によ

り確認し又

は距離を測

定する。

ハンドレー

ルの下面か

ら仕切板ま

での距離が

25㎜未満で

あること。

改 正 前

別表第5

(い)検査
項目

(ろ)検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定
基準

５

安全対策

(2)
転落防止柵、

進入防止用

仕切板及び

誘導柵

ハンドレー

ルから仕切

板までの距

離

ハンド

レールの

外縁若し

くは先端

から周囲

500㎜以内

の範囲を

目視によ

り確認し

又は距離

を測定す

る。

ハンドレー

ルから仕切

板までの距

離が50㎜未

満であるこ

と又は150

㎜を超えて

いること。

・寸法が変更

2. エスカレーターの改正前・後の比較

5-(2)転落防止柵、進入防止用仕切板及び誘導柵
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改 正 後

別表第5

(い)検査
項目

(ろ)検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定
基準

５

安全対策

(4)
踏段上直部

の障害物

障害物の

状況

目視により

確認し又は

測定する。

踏段から

鉛直距離

2100mm以内

に障害物が

あること。

改 正 前

別表第5

(い)検査
項目

(ろ)検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定
基準

５

安全対策

(4)
踏段上直部

の障害物

障害物の

状況

目視により

確認し又は

測定する。

踏段から

鉛直距離

2100mm以内

に障害物が

あること。

・内容変更なし

2. エスカレーターの改正前・後の比較

5-(4)踏段上直部の障害物
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改 正 前

別表第5

(い)検査
項目

(ろ)
検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定基準

５

安全対策

(5)
交差部可動

警告板

設置の

状況

目視によ

り確認し

又は測定

する。

可動警告板が厚

さ3㎜未満、前

縁の円筒部が直

径50㎜未満又は

円筒部がハンド

レールを乗り越

えること。

取付けの

状況

目視及び

触診によ

り確認す

る。

取り付けが堅固

でないこと。

改 正 後

別表第5

(い)検査
項目

(ろ)
検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定基準

５

安全対策

(5)
交差部可動

警告板

取付けの

状況

目視及び触診に

より確認し又は

設置寸法を測定

する。

平成12年建設

省告示第1417

号第１第四号

の規定に適合

しないこと又

は取付けが

堅固でない

こと。

（設置の状況）と
（取付けの状況）が
統一されました。

改正後は、乗り越える場合や厚さ３ｍｍ未満、
前縁直径５０ｍｍ未満は既存不適格判定です。
但し、取付けが堅固でないこと、ひび割れ・
破損は旧法同様に要是正判定となります。

2. エスカレーターの改正前・後の比較

5-(5)交差部可動警告板
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改 正 後

別表第5

(い)検査
項目

(ろ)検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定
基準

５

安全対策

(7)
登り防止用

仕切板

設置の状況 目視により

確認し又は

測定する。

ハンドレー

ルの下面か

ら仕切板ま

での距離が

25㎜未満で

あること。

改 正 前

別表第5

(い)検査
項目

(ろ)検査
事項

(は)検査
方法

(に)判定
基準

５

安全対策

(7)
登り防止用

仕切板

設置の状況 目視により

確認し又は

測定する。

ハンドレー

ルから仕切

板までの

距離が50㎜

未満である

こと。

・寸法が変更

2. エスカレーターの改正前・後の比較

5-(7)登り防止用仕切り板
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4-(7) ハンドレール停止検出装置

検査事項：作動の状況

R6.3.31以前の検査

ハンドレール停止検出装置を有する場合は検査対象

R6.4.1以降の検査

ハンドレール停止検出装置の設置が義務付けされ、全てのエスカレーターが検査対象検査事項：作動の状況

記入例⇒（検査項目抹消）ｏｒ（指摘なし）

記入例⇒（既存不適格）ｏｒ (指摘なし） 検査項目の抹消は
不可。

3. エスカレーター改正前・後の判定内容比較 （既存物件）

装置不付は検査項目
抹消。

装置付きで、異常を検出した状態で停止しない場合は要是正

装置付きで、異常を検出した状態で一定時間内に停止しない場合は要是正
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5-(2) 転落防止柵、進入防止用仕切板および誘導柵

検査事項：ハンドレールと転落防止柵及び誘導柵とのすき間

R6.3.31以前の検査 ハンドレールの外縁と転落防止柵若しくは誘導柵とのすき間が140ｍｍ未満であること又は200ｍｍを
超えていること

要是正 指摘なし 要是正

140ｍｍ 200ｍｍ140ｍｍ未満 200ｍｍを超える

R6.4.1以降の検査

要是正⇒既存不適格 指摘なし 要是正⇒既存不適格

200ｍｍ160ｍｍ未満 200ｍｍを超える

指摘なし⇒既存不適格

160ｍｍ
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検査事項：ハンドレールと転落防止柵とのすき間
ハンドレールと転落防止柵のすき間と誘導柵のすき間
が別々の検査事項になった

ハンドレールの外縁と転落防止柵とのすき間が160ｍｍ未満であること又は200ｍｍを超えていること



R6.4.1以降の検査

要是正⇒既存不適格 指摘なし 要是正⇒指摘なし

160ｍｍ未満

指摘なし⇒既存不適格

160ｍｍ 200ｍｍを超える

検査事項：ハンドレールと転落防止柵及び誘導柵とのすき間

R6.3.31以前の検査 ハンドレールの外縁と転落防止柵若しくは誘導柵とのすき間が140ｍｍ未満であること又は200ｍｍ
を超えていること

要是正 指摘なし 要是正

140ｍｍ 200ｍｍ140ｍｍ未満 200ｍｍを超える

15/23

5-(2) 転落防止柵、進入防止用仕切板および誘導柵

検査事項：ハンドレールと誘導柵とのすき間

ハンドレールの外縁と誘導柵とのすき間が160ｍｍ未満であること



検査事項：外側板及び建物壁と進入防止用仕切板とのすき間

R6.3.31以前の検査 外側板及び建物壁と進入防止用仕切板とのすき間が100ｍｍを超えていること

要是正

100ｍｍ 100ｍｍを超える

R6.4.1以降の検査

指摘なし 要是正⇒既存不適格

110ｍｍを超える

検査事項：外側板と進入防止用仕切板とのすき間

指摘なし

要是正⇒指摘なし

110ｍｍ
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5-(2) 転落防止柵、進入防止用仕切板および誘導柵

建物壁が抹消された。

外側板と進入防止用仕切板とのすき間が110ｍｍを超えていること



検査事項：ハンドレールから仕切板までの距離

R6.3.31以前の検査 ハンドレールから仕切板までの距離が50ｍｍ未満であること又は150ｍｍを超えていること

要是正

150ｍｍを超える

R6.4.1以降の検査

50ｍｍ未満 50ｍｍ 150ｍｍ

指摘なし要是正

25ｍｍ未満

要是正⇒既存不適格

25ｍｍ

要是正⇒指摘なし 指摘なし

5-(2) 転落防止柵、進入防止用仕切板および誘導柵
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ハンドレール下面から仕切板までの距離が25ｍｍ未満であること

検査事項：ハンドレールから仕切板までの距離



5-(4) 踏段上直部の障害物

検査事項：障害物の状況

R6.3.31以前の検査

踏段から鉛直距離2100mm以内に障害物があること。

R6.4.1以降の検査

踏段から鉛直距離2100mm以内に障害物があること。

記入例⇒（要是正）ｏｒ（指摘なし）

記入例⇒（既存不適格）ｏｒ（指摘なし）

検査事項：障害物の状況

判定基準に変更なし。

踏段から鉛直距離2100mm以内に障害物がある場合は既存不適格

踏段から鉛直距離2100mm以内に障害物がある場合は要是正
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検査事項：設置の状況

R6.3.31以前の検査 ハンドレールから仕切り板までの距離が50ｍｍ未満であること

R6.4.1以降の検査

50ｍｍ未満 50ｍｍ

指摘なし要是正

25ｍｍ未満

要是正⇒既存不適格

25ｍｍ

要是正⇒指摘なし 指摘なし

5-(7) 登り防止用仕切り板
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ハンドレール下面から仕切り板までの距離が25ｍｍ未満であること

検査事項：設置の状況



仕切板

建
物
壁

床

転落防止柵

仕切板
仕
切
板

No1エス乗り口 No2エス乗り口

ハンドレールと転落
防止柵とのすき間
(160mm～200mm)

建物壁と進入防止用
仕切板のすき間
(100mm以下)旧基準

外側板と進入防止
用仕切板のすき間
(110mm以下）

ハンドレール下面
から仕切板までの
距離
(25mm以上)

ハンドレールと転落
防止柵とのすき間
(160mm～200mm) 転落防止柵

ハンドレール下面
から仕切板までの
距離
(25mm以上)

外側板と進入防止
用仕切板のすき間
(110mm以下）

：ハンドレール

5-(2) 転落防止柵、進入防止用仕切板および誘導柵

作成要領Ｐ103中程の
5-(2)・・建物壁・・は
削除願います（誤記）

4. 改定後の概略図と各すき間（2台並列設置）（参考図）

作成要領Ｐ101参照
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ハンドレール

ハンドレール

乗り口

誘導柵（ハンドレールとラップ）

誘導柵（ハンドレールとラップなし）

ハンドレールと誘導柵
とのすき間
(160mm以上)

ハンドレールと誘導柵
とのすき間
(160mm以上) 床

ハンドレール下面

ハンドレールから仕
切板までの距離
(25mm以上)

登り防止用仕切板

5-(2) 転落防止柵、進入防止用仕切板および誘導柵 5-(7) 登り防止用仕切り板

4. 改定後の概略図と各すき間（参考図）

作成要領Ｐ103参照作成要領Ｐ103参照
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5. 既存不適格の判断基準（参考）

作成要領Ｐ132参照
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作成要領Ｐ132参照
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5. 既存不適格の判断基準（参考）
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